
財務省　令和４年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

区分 分野

197 B　地方に対
する規制緩和

03_医療・
福祉

後期高齢者
医療および介
護保険におけ
る特別徴収保
険料の返納・
還付にかかる
書類の電子
化

後期高齢者医療および介護
保険の被保険者が死亡した
場合における特別徴収保険
料の返納・還付にかかる書
類を電子化することを求め
る。

【支障事例】
後期高齢者医療被保険者の死亡により生じた特別徴収保険料の過誤納
金処理について、年金保険者からの「後期高齢者医療保険料返納金内
訳書」の送付があるまでは、当市ではシステム上「特徴還付保留」とし、
年金保険者から送付される内訳書の情報をシステムに取り込み、バッチ
処理をすることで返納・還付手続きを進めている。現行では、書面で郵送
された返納金内訳書の情報を後期高齢者医療システムに取り込むにあ
たり、処理対象件数が多いためパンチ業者によるデータ化を行っている。
データ化された情報をシステムに取り込み、バッチ処理をすることにより
効率化を図っているが、紙資料が膨大で、業務も煩雑になっており負担と
なっている。介護保険にかかる特別徴収保険料についても、当市では郵
送された返納金内訳書を文字認識ソフトで読み込み、バッチ処理用ファイ
ル作成ツールでファイルを作成してから介護保険システムに取り込んで
おり、負担を感じている。
【支障の解決策】
年金保険者から郵送されている「後期高齢者医療保険料返納金内訳書」
について、現行の紙ベースから、後期高齢者医療システムで一括処理で
きるようなデータでの提供に変更することで、パンチ業者によるデータ化
や、文字認識ソフトでの読み込み等の処理が不要になる。

業務の効率化およびペーパレス化につながる。 高齢者の医療の確
保に関する法律第
110条、介護保険法
第139条

総務省、財務
省、文部科学
省、厚生労働
省

指定都市市
長会

北海道、宮城
県、つくば市、
ひたちなか
市、川越市、
富士見市、千
葉市、墨田
区、神奈川
県、飯田市、
浜松市、豊橋
市、京都市、
大阪市、大村
市、宝塚市

○現行の紙媒体管理だと長期間保留扱いになっている方の検索が不便であり、年金機構に照会するなどの手間も生じ
ている。
○現状、年金保険者から送付される紙の内訳書の情報を複数名でチェックを行ったうえでデータ処理を行っている。
データ化することで、年金基礎番号で突合し、効率的な事務ができると思われる。
○後期高齢者医療保険料返納金内訳書の内容については、紙媒体の情報を基に、Excelファイルで還付対象者等を管
理している。件数は月50件程度あり職員が手作業で入力を行っている。介護保険にかかる特別徴収保険料について
は、返納金内訳書の到達後、被保険者番号を確認しAccessシステムに入力しており、提供されるデータについては、事
務処理を行ううえでデータの加工が必要となることを鑑みると、各自治体で編集可能であることが望まれる。
○当市では、バッチ処理や文字認識ソフトなどを使用せず職員が紙ベースの資料から対象者を検索し、手入力してい
る状態である。事務処理軽減の観点から、電子化を希望する。
○当市においては、職員により目視および手入力でデータを取り込んでいる。
○当市介護保険においても、死亡日以降に発生した特別徴収の過誤納金については、年金保険者からの介護保険料
返納金内訳書（以下、「内訳書」と表記）の送付があるまでは処理を保留し、内訳書が届き次第、当市介護保険システ
ムに入力を行っているが、処理すべき件数が多く、入力した内容の確認にも時間をとられている状況であることから、内
訳書の電子化を希望する。
○当区の介護保険においては、郵送された返納金内訳書を基に、１件ずつシステムで検索をし、還付先等の登録処理
を行っているため、業務が煩雑になるとともに負担となっている。

ご提案の後期高齢者医療および介護保険における特別徴収保険料の返
納・還付にかかる書類を電子的に提供することについては、
・電子的な提供方法の検討
・電子的な提供による現在の業務への影響の検証
・年金保険者や介護保険の保険者等のシステム改修が必要になること
・システム改修等によるコストと電子的提供による効果をどう考えるか
等の課題があることから、日本年金機構や各共済組合、市町村等の関係
者の意見を聞きながら検討してまいりたい。

後期高齢者医療や介護保険の業務については、基本的にシステムで処
理をしているにも関わらず、返納金内訳書が書面で郵送されていること
により、後期高齢者医療システムに取り込むためだけにパンチ業者を雇
い、介護保険システムに取り込むために文字認識ソフトで読み込み、
バッチ処理用ファイル作成ツールでファイルを作成し、システムに読み込
む等の非効率な作業を行っている。
本提案が実現することで、業務の効率化及びペーパーレス化につながる
ため、前向きに検討するよう強く求める。
関係者の意見を聞くにあたっては、現時点でどのような手法を考えてい
るのか、具体的な手法とスケジュール感を教えていただきたい。また、提
供されるデータを取り込み、一括処理を可能とするための市町村システ
ム改修及び事務フローの見直しには時間を要するため、早期の段階で
実施に向けたスケジュールを各市町村へ示していただくとともに、期間内
に改修できない市町村がある場合は、従来の紙による提供と電子的な
提供を併用する期間を設けるなどの対策を検討していただきたい。

287 大府市デジタル庁、
総務省、財務
省

宮城県、いわ
き市、ひたち
なか市、川越
市、桶川市、
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市、高岡市、
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市、広島市、
山陽小野田
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町、高松市、
松山市、八幡
浜市、東温
市、熊本市、
宮崎市、鹿児
島市

共通納税システムを活用した納入を行えば、税目や
期別、給与所得分か退職所得分かなどがはっきりし
た情報で紐づけされ入金されるため、国所管機関独
自の納入情報の通知のダウンロード作業や内容の
確認及び市町村側で印刷しておいた納入書の変更
作業が不要となる。また、口座に入金されたものを市
町村で作成した納入書を使って情報を付与している
が、その納入書を作成する必要が無くなるため、様
式の購入費や印刷経費が削減できる。
当市での件数は、年間15機関程度×12か月分＝180
件程度であり、全て市の口座へ入金されたのち、市
で発行した納入書で消込作業を行っており、恒常的
に対応が発生している。共通納税システムを活用し
た納入を行えばこれらが全て不要となる。

国所管機関からの市県民税の特別徴収分の納入について、国所管機関
独自の方法（ＡＤＡＭＳⅡによる市町村の口座へ直接振込）で行われてお
り、ADAMSⅡの仕組みからダウンロードした納入情報の通知で期別や税
目などを確認し、最後に市町村側で印刷しておいた納入書を使って消込
作業を行っている。民間の事業所や地方公共団体などの納入は当市か
ら送付した納入書を使用するか共通納税システムを利用して入金される
ため、ＡＤＡＭＳⅡによる納入の際に発生する納入情報の通知のダウン
ロード作業、内容の確認、市町村側で印刷しておいた納入書の変更作業
（退職・転勤・所得の更正等に伴うもの。なお、紙の納入書を利用される
場合には、手書きで書き直しを民間の事業所や地方公共団体などの納
入元が行っている。）が不要である。そもそも国として、市県民税の特別
徴収分を共通納税システムを使って電子納付する事を推し進めているの
であれば、国所管機関からの市県民税の特別徴収分の納入を共通納税
システムを活用したものへ変更していただきたい。

国所管機関からの市県民税
の特別徴収分の納付方法を
共通納税システムを活用し
た納付方法へ変更する。

国所管機関
の市県民税
特別徴収分
の納付方法
変更

11_その他B　地方に対
する規制緩和

支障の原因ではない
が、参考根拠法令
地方税法第321条の
３、第321条の４

追加共同団体名 追加支障事例

提案いただいた内容に関しては、地方自治体職員の業務効率化に資す
ることから、共通納税システムを活用した納付方法の変更に向けて、今
後、関係機関（デジタル庁、総務省、財務省等）において提案内容にかか
る課題整理や具体的な実現方策について検討を進めてまいります。

○当市での件数は、年間80機関程度×12か月分＝960件程度あり。
○当市において、賛同する理由として「別途会計課を経由する間接的な納付」、「官庁会計システムを利用した税額の
確認」の２点がある。
１点目の「別途会計課を経由する間接的な納付」に関しては、一度某官庁において、給与の支払と退職金の支払が異
なるという理由で納付時期にずれが生じるという事態があった。当市では住民税担当と出納担当が異なる課で作業をし
ており、該当課同士での処理が滞る事態となった。このような納付方法を採用しているのは国の機関のみである。
２点目であるが、「官庁会計システム」を利用して事前の税額の確認をしなければならない。この時に問題が無ければ
そのまま納付を受け入れる形になるが、不明な金額を記入している機関を目にする。大体の場合正しい税額で入ってく
るので問題はないが、実際に異動等があった場合と見分けがつかず、確認作業等で時間がかかっている。
○国所管機関からの市県民税の特別徴収分の納入について、国所管機関独自の方法（ＡＤＡＭＳⅡによる市町村の口
座へ直接振込）で行われており、ADAMSⅡの仕組みからダウンロードした納入情報の通知で期別、税目、納入額など
を確認し、１件ごとに消込データを作成して消込作業を行っている（退職所得分については、納付書を作成して指定金
融機関経由で消込データを作成）。民間の事業所や地方公共団体などの納入は当市から送付した納入書を使用する
か共通納税システムを利用して入金されるため、ＡＤＡＭＳⅡによる納入の際に発生する納入情報の通知のダウンロー
ド作業、内容の確認、消込データの作成、納付書作成が不要である。
月当たり140件程度の納付があり、納付額の確認・消込データの作成に多くの時間要している。国所管機関からの市県
民税の特別徴収分の納入を共通納税システムを活用したものへ変更していただければ事務作業の軽減が図れる。
○現実に市町村の事務の遂行に支障があり、手法を変更することで改善されるのであれば、検討いただきたい。
○当市においても提案団体と同様に、印刷した納入書を使って消込作業を行っている。
ＡＤＡＭＳⅡではなく、共通納税システムを通して納入を行うことで、消込作業の効率化及び紙の済通の保管場所の削
減など、行政事務に関して改善が見込まれる。
○当市においても対応に支障が生じている。件数は令和４年５月現在、月間で500件を超えており、金融機関からも受
入に難色を示されるケースも発生している。
令和５年度に予定される地方税共通納税制度における賦課税目拡大の背景には、金融機関における受入業務の負担
軽減も深く関係しており、放置することができない問題であると考える。
○当市においても国機関が使用するADMSⅡとその他事業所等が使用する共通納税システムの両方での収納作業を
行っている。国機関等が共通納税システムを利用しての納入となれば、事務量の縮減につながる。
○共通納税システム(eLTAX）を活用した納入については、電子データを取込むことで消込作業が行えることから非常に
有用である。
当市の国所管機関からの納付件数は概ね月250件×12か月＝年間3000件程度発生しており、都度納入書を作成し消
込作業を行わなければならず、非効率な事務となっている。
国が推奨している共通納税システムを、国所管機関が活用することで、収納消込業務の効率化が期待できる。
○当市でも入金機関や内容確認に苦慮しています。入金した機関や税目等の情報が共通納税システムにより事前に
通知されれば、対応にかかる作業が効率化できます。
○当市でも、国所管機関からの市県民税特別徴収分の納入は市の口座へ入金され、約70機関×12カ月で年間約840
件の取扱いがある。官公庁会計システムで納入情報を確認してどの機関からの入金分か突合し、当市発行の納付書
により消込処理を実施しているが、納入情報の突合作業にかなりの時間を要し、また退職や異動等により金額が変更
されて入金されることも多々あり納付書の金額訂正作業も必要なことから、入金日のうちに消込みができず公金化が遅
れてしまう事態も発生している。国所管機関からの納入に地方税共通納税システムを利用することにより、それらの消
込業務が不要となり迅速な公金化が可能となることから、当市のみならず全国の市町村において消込業務の効率化が
可能となる。
また、当市指定金融機関より、公金収納に係る手数料等の費用負担について具体的な要望を受けているが、国所管
機関からの特別徴収分の消込についても納付書により消し込むため費用負担の対象となり、地方税共通納税システム
の利用料よりも高額となる見込みであることから、地方税共通納税システムを利用した納入方法に変更することにより
費用負担の削減も可能となる。
令和４年３月29日付総務省通知（総行行第85号・総税企第35号）「指定金融機関等に取り扱わせている公金収納等事
務に要する経費の取扱い等について（通知）」においても、公金収納等事務のデジタル化による効率化・合理化と併せ
て、現時点における公金収納等事務についての適正な費用負担となるような見直しを行うよう助言されており、地方税
共通納税システム利用による業務効率化は、国の方針に沿った取り組みである。
〇当市においても同様の方法で消込作業を行っている。従前の方法の場合、納入書を金融機関の窓口に持ち込んだ
日が領収日（納入日）となるため、市町村側の確認作業が遅れると「実際に口座に入金された日」と領収日が大きくず
れることになる。領収日が納期限を過ぎると、延滞金が発生する可能性が生じる。共通納税システムであれば納入書を
使って消し込むという手続きが省略でき、システムでの納入日が領収日となるため、市町村側の作業の遅れによる延
滞金発生の可能性はなくなる。
○当市でも同様の事例が約600機関×12か月分発生しており、各機関への消込処理に膨大な事務処理時間を要して
いる。
○当市も同様に、国所管機関独自の方法（ADAMSⅡ）により、国所管機関からの振込が別段口座ある。口座に入金さ
れたものを当市で作成した納付書により消し込み作業を行っていることから、納入情報の確認から納付書作成までに
時間を費やしている。また、賦課当初に１年間の納付書を送付しているにもかかわらず、その納付書は使用されず、当
市で改めて納付書を作成することになり無駄が発生している。件数は、年間約2,400件（約200件/月×12ヶ月）。
○ＡＤＡＭＳⅡから送信される入金情報を確認及び必要に応じて修正後、官公庁より入金された内容との突合せを毎月
300件以上行っている。その作業に時間がかかるため、消込されるまでにも時間がかかってしまい、大変な労力がか
かっている。
○当市の場合、同一機関が複数回に分けてＡＤＡＭＳⅡの手続きを行うことがあり一月あたり約200件の処理を行って
いる。
ＡＤＡＭＳⅡの場合、異動届の提出漏れにより賦課額と納付金額に差が生じることが多々あるが、共通納税システムで
あれば異動届の提出も可能である。
また、指定番号の記載誤り等も多く、事業所の特定に時間を要している。
加えて、地方検察庁においては、正職員はＡＤＡＭＳⅡの帳票、非常勤職員は別システムでの帳票となっており、帳票
が同日に届かないことも多く、消込作業に数日要することもある。
○現在、国所管機関からの市県民税特別徴収分について、ＡＤＡＭＳⅡからダウンロードしたデータと口座に入金され
た明細データを突合し、納入書を作成しております。提案団体のご意見とおり、国所管機関についても共通納税を利用
してもらえれば、突合作業や納入書出力作業の人件費、納入書様式作成経費など削減ができます。
○当市においても同様の支障が生じているため、国所管機関が共通納税システムを活用する際、例えば管理番号の
入力漏れがあった場合、市町村側で補記する必要が生じるなど、かえって事務負担が増加することとなるため、正確な
操作をお願いしたい。

既存のシステムを活用することで、地方自治体の事務がより効率的とな
る事や国全体で見た行政コストの削減や行政手続きの効率化が実現で
きるため、積極的な検討をお願いしたい。また、「地方税法、同法施行
令、同法施行規則の改正等について（令和４年４月１日総税企第23号総
務大臣通知）」に、「各地方団体においては、職員に係る源泉所得税及び
個人住民税（給与所得及び退職所得に係る特別徴収分）の納付につい
て、ｅ－Ｔａｘ及びｅＬＴＡＸを利用することにより会計担当課等や指定金融
機関における事務の効率化に繋がることから、積極的な利用に取り組ん
でいただきたいこと」とある様に、共通納税システムの利用を地方自治体
へ促している状況であるため、まず率先して国から利用していただきた
い。
共通納税システムの利用拡大は国全体の課題と捉えられており、今回
の提案についてもこの解決に資するものと考える。これらのことを踏まえ
積極的な検討をお願いしたい。

その他（特記事項）
管理
番号

各府省からの第１次回答 各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解

提案区分

団体名
制度の所管・関係

府省
根拠法令等

制度改正による効果
（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）

具体的な支障事例求める措置の具体的内容提案事項名



財務省　令和４年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

－ － 年金保険者から市町村等に対しデータを電子的に送付する仕組みがない
ため、ご提案の内容を実現するにあたっては、まず、どのようにその仕組
みを構築するのか、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和４年６
月７日閣議決定）において検討することされている行政機関間の情報連
携の基盤の内容も踏まえて検討する必要がある。
また、特別徴収に関しては、システム改修や事務フローの見直しの観点
からは、令和元年におけるご提案等も含め、全体として改善案を検討する
ことが効率的であるため、それらの要望とあわせて一体的に見直しの検
討をしてまいりたい。

５【総務省（18）】【財務省（４）】【文部科学省（11）】【厚生労働省（36）（ⅲ）】
高齢者の医療の確保に関する法律（昭57法80）及び介護保険法（平９法
123）
後期高齢者医療及び介護保険における特別徴収保険料の返納・還付事
務に係る書類の電子データによる提供については、「デジタル社会の実現
に向けた重点計画」（令和４年６月７日閣議決定）において検討することと
されている行政機関間の情報連携基盤（公共サービスメッシュ)の在り方を
踏まえて必要な情報連携の方法等について検討し、令和６年中に結論を
得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

検討中 検討中（令和６年中に結論を得
る。）

年金保険者や各保険料等の担
当部局等とともに、後期高齢者医
療及び介護保険における特別徴
収保険料の返納・還付事務に係
る書類の電子データの提供に必
要な情報連携の方法等について
検討中。関係省庁を含め、具体
的な実現方法やスケジュールの
目途の決定に向けて調整中。

年金保険者・地方公共団体等へ
の影響、行政機関間の情報連携
基盤（公共サービスメッシュ）の在
り方を踏まえ、後期高齢者医療
及び介護保険における特別徴収
保険料の返納・還付事務に係る
書類の電子データの提供に必要
な情報連携の方法等について検
討し、令和６年中に結論を得る。

eLTAXを活用した納付の実現に
向けてシステム改修、運用上の
課題整理等の必要な措置を講じ
る。

各府省からの第２次回答 令和４年の地方からの提案等に関する対応方針（令和４年12月20日閣議決定）記載内容

御意見も踏まえ、今後、関係機関（デジタル庁、総務省、財務省等）にお
いて提案内容にかかる課題整理や具体的な実現方策について検討を進
めてまいります。

本件を提案・賛同した26の地方
公共団体に対し、具体的にどの
ようなことを国に求めているのか
ヒアリング等を実施した上で、
eLTAXを活用した納付方法につ
いて、実現可能性が見込まれる
複数の方法を関係機関（デジタル
庁、総務省、財務省、防衛省、日
本銀行、地方税共同機構）にお
いて検討した。

令和７年度以降今後、eLTAXを活用した納付の
実現を図る

５【デジタル庁（５）】【総務省（12）（ⅱ）】【財務省（３）】
地方税法（昭25法226）
国から地方公共団体への道府県民税及び市町村民税に係る特別徴収分
の納付方法については、地方公共団体の事務負担を軽減するため、地方
税のオンライン手続のためのシステム（eLTAX）を活用した納付の実現に
向け、運用上の課題等を整理しながら検討し、令和４年度中に結論を得
る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

【全国知事会】
提案団体の提案を考慮した検討を求める。

【八王子市】
国が推奨している共通納税システムを国所管機関が活用することで、収
納消込事務の効率化が期待できる。そのため、共通納税システムを活用
した納付方法への変更の早期実現を求める。
また、今後の検討状況や進捗に関しては、随時情報提供を行っていただ
きたい。
【名古屋市】
「規制改革実施計画（令和３年６月18日閣議決定）」では、「総務省は、地
方公共団体と指定金融機関等の収納業務の効率化・電子化を進める観
点から、経費負担の見直しなど、地方公共団体に対応を促す」こととされ
ている。
当該提案の検討にあたっては、これらの観点を踏まえ、地方自治体職員
の業務効率化だけでなく、指定金融機関等の収納業務の効率化・電子化
の観点からも実現が望まれるものであることに留意いただいたうえで進め
ていただきたい。

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 地方六団体からの意見 提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）
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